
池田市北部大阪都市計画国道 176 号沿道地区地区計画の区域内に 

おける建築物の制限に関する条例【案】概要 

 

第１．趣旨 

本条例の趣旨・目的を定めるものです。 

○北部大阪都市計画（池田市決定）で定める「国道１７６号沿道地区地区計画」

の区域内において、建築基準法並びに都市緑地法に基づいて建築物等の制限を

定めることにより、緑豊かな空間を確保すると共に、適正な都市機能と健全な

都市環境を確保することを目的としています。 

 

第２．定義 

本条例で使用する用語を定義しています。 

○この条例を定めるに当たり、認識を共通にしておくべき用語について定義した

ものです。 

 

第３．適用区域 

本条例が適用される区域を定めています。 

○北部大阪都市計画（池田市決定）で定める「国道１７６号沿道地区地区計画」

の区域（別添「北部大阪都市計画国道 176 号沿道地区地区計画区域図」参照）

に適用するものです。 

 

第４．建築物の容積率の最高限度 

建築物の容積率の最高限度の割合を定めるものです。 

○建築物の建替え等を行う場合、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合を

定めるもので、２００％を超えてはならないこととしています。ただし、下

記の要件をすべて満足した場合は３００％に緩和できるものです。 

①建築物の建築面積の敷地面積に対する割合が６０％以下であること。 

②敷地面積が３００㎡以上であること。 

③緑視率（敷地の道路側立面に対する緑の立面積の割合）が２５％以上であ

ること。 

④第６に規定する建築物の高さが２０ｍを越えてはならないこと。 

⑤第７に規定する建築物の壁面の位置が主要道路から３ｍ以上であること。 

⑥建築物の敷地が主要道路に１５ｍ以上接すること。 

⑧第８に規定する緑化率が２０％以上であること。 

⑦延べ面積が５００㎡を越える建築物は耐火建築物、５００㎡以下の建築物

は、耐火建築物又は準耐火建築物とすること。 

⑨「て～たんそ大阪プロジェクト」実施要綱による届出を行うこと。 



第５．建築物の建ぺい率の最高限度 

建築物の建ぺい率の最高限度を定めるものです。 

○建築物の建替え等を行う場合、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合を

定めるもので、６０％を超えてはならないこととしたものです。ただし、下

記の要件をすべて満足した場合は７０％に緩和できるものです。 

①敷地面積が３００㎡未満であること。 

②緑視率が２５％以上であること。 

③第７に規定する建築物の壁面の位置が主要道路から１ｍ以上であること。 

④第８に規定する緑化率が１０％以上であること。 

⑤建築物の敷地が主要道路に６ｍ以上接すること。 

⑥延べ面積が５００㎡を越える建築物は耐火建築物、５００㎡以下の建築物は

耐火建築物又は準耐火建築物とすること。 

 

第６．建築物の高さの最高限度 

建築物の高さの最高限度を定めるものです。 

○第４の容積率の最高限度を緩和し、建築物の建替え等を行う場合に、建築物の

高さは２０ｍを超えてはならないこととするものです。 

 

第７．建築物の壁面の位置の制限 

建築物の壁面の位置の制限を定めるものです。 

○第４の容積率の最高限度及び第５の建ぺい率の最高限度を緩和し、建築物の建

替え等を行う場合に、道路から建築物の壁面の距離について定めるもので下記

に示す数値以上としなければならないこととするものです。 

①第４の容積率の基準を緩和する場合は３ｍ 

②第５の建ぺい率の基準を緩和する場合は１ｍ 

 

第８．緑化率の最低限度 

緑化率の最低限度を定めるものです。 

○第４の容積率の最高限度及び第５の建ぺい率の最高限度を緩和した際の、建築

物の緑化施設の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑化率」といいます。）

については下記の数値以上としなければならないものです。 

①第４の容積率の基準を緩和する場合は２０％ 

②第５の建ぺい率の基準を緩和する場合は１０％ 

 



第９．建築物の敷地が適用区域の内外にわたる場合の措置 

建築物の敷地が地区計画の適用区域内と区域外にわたる場合の緑化率を定めるも

のです。 

○建築物の敷地が適用区域の区域内と区域外にわたる場合の緑化率の算定方法

を、容積率の最高限度を緩和する場合と建ぺい率の最高限度を緩和する場合に

ついて定めるもので、適用区域外を下記に示す割合とみなして、適用区域内外

にある各部分の敷地面積に対する割合を乗じて得た以上でなければならない

ものとしたものです。 

①第４の容積率の基準を緩和する場合は１０％ 

②第５の建ぺい率の基準を緩和する場合は７．５％ 

 

第１０．違反建築物に対する措置 

第８又は第９の規定に違反した場合の措置を定めるものです。 

○市が第８又は第９の規定に違反していると認めるときは、建築主又は緑化施設

を管理する者に対して是正措置を命じることができることとするものです。 

○国又は地方公共団体の建築物について、上記是正命令は適用しませんが、第８

又は第９の規定に違反している事実があると市長が認める場合は、その建築物

の管理者に是正の要請を行うとするものです。 

 

第１１．報告及び立入検査 

報告及び立入検査を行うことができる旨を定めるものです。 

○市長は、建築主又は緑化施設を管理する者に対し、建築物の緑化率の最低限度

に関する基準への適合又は緑化施設の管理に関する事項に関し報告させるこ

とができ、また、職員に工事現場に立入検査をさせることができるとするもの

です。 

○職員が立入検査を行う場合、身分を示す証明書を携帯しなければならないこと

と、請求があった場合は提示しなければならないことを定めるものです。 
○この立入検査は、犯罪を捜査する目的でないことを定めるものです。 

 

第１２．緑化施設の管理 

緑化施設の管理の方法の規定を定めるものです。 

○第８又は第９に規定する緑化率の算定の基礎となる緑化施設の管理の方法は、

市の規則で定めるとするものです。 

○管理する緑化施設を変更する場合には、市長に届出をしなければならないこと

とするものです。 

 



第１３．同一の敷地とみなすこと等による制限の緩和 

同一の敷地とみなした場合の制限の緩和について定めるものです。 

○建築物の一敷地ごとに適用される第４、第５、第８又は第９の規定について、

建築基準法第８６条第１項若しくは第２項又は第８６条の２第１項の規定に

より特定行政庁が認めたものについては、複数の敷地を同一敷地とみなして適

用できることとするものです。 

○建築物の一敷地ごとに適用される第４、第５、第８又は第９の規定について、

建築基準法第８６条第３項若しくは第４項又は第８６条の２第２項若しくは

第３項の規定により特定行政庁が許可したものについては、複数の敷地を同一

敷地とみなして適用できることとするものです。 

 

第１４．委任 

この条例に定められていない事項の措置については、市の規則で定めるとするもの

です。 

 

第１５．罰則 

本条例の規定に違反したものに対して罰則を定めるものです。 

○第４又は第５から第７までの規定に違反した場合における当該建築物の設計

者（設計図書がない又は従わないで工事したときは工事施工者。以下同じ）に

対し、５００，０００円以下の罰金を科すこととするものです。 

  ○設計者の違反のみならず、その違反が建築主の故意によるものであるときは、

設計者とともに建築主も同様の罰金を科すこととするものです。 

 

第１６．罰則 

第１０の規定による命令に違反した者又は第１１の規定による報告をせず、若しく

は虚偽の報告をし、又は立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者に対し、３０

０，０００円以下の罰金を科すこととするものです。 

 

第１７．罰則 

法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関して、第１５又は第１６の違反行為をした場合は、その行為者を罰

するほか、その法人又は人に対しても第１５又は第１６の罰金刑を科すこととする

ものです。 

 

第１８．附則 

平成２４年４月１日からこの条例を施行することを定めるものです。 


